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社 会 教 育 法  

（昭和二十四年六月十日法律第二百七号） 最終改正：令和元年六月七日法律第二六号 

（公民館関係部分抜粋） 

 

第一章 総則  

 

（この法律の目的）  

第一条  この法律は、教育基本法 （平成十八年法律第百二十号）の精神に則り、社会教育に関

する国及び地方公共団体の任務を明らかにすることを目的とする。  

 

（社会教育の定義）  

第二条  この法律で「社会教育」とは、学校教育法 （昭和二十二年法律第二十六号）に基き、

学校の教育課程として行われる教育活動を除き、主として青少年及び成人に対して行われる

組織的な教育活動（体育及びレクリエーションの活動を含む。）をいう。  

 

（国及び地方公共団体の任務）  

第三条  国及び地方公共団体は、この法律及び他の法令の定めるところにより、社会教育の奨励

に必要な施設の設置及び運営、集会の開催、資料の作製、頒布その他の方法により、すべて

の国民があらゆる機会、あらゆる場所を利用して、自ら実際生活に即する文化的教養を高め

得るような環境を醸成するように努めなければならない。  

２  国及び地方公共団体は、前項の任務を行うに当たっては、国民の学習に対する多様な需要を

踏まえ、これに適切に対応するために必要な学習の機会の提供及びその奨励を行うことによ

り、生涯学習の振興に寄与することとなるよう努めるものとする。  

３  国及び地方公共団体は、第一項の任務を行うに当たっては、社会教育が学校教育及び家庭教

育との密接な関連性を有することにかんがみ、学校教育との連携の確保に努め、及び家庭教

育の向上に資することとなるよう必要な配慮をするとともに、学校、家庭及び地域住民その

他の関係者相互間の連携及び協力の促進に資することとなるよう努めるものとする。  

 

（国の地方公共団体に対する援助）  

第四条  前条第一項の任務を達成するために、国は、この法律及び他の法令の定めるところによ

り、地方公共団体に対し、予算の範囲内において、財政的援助並びに物資の提供及びそのあ

っせんを行う。  

 

（市町村の教育委員会の事務）  

第五条  市（特別区を含む。以下同じ。）町村の教育委員会は、社会教育に関し、当該地方の必

資料７ 



- 2 - 
 

要に応じ、予算の範囲内において、次の事務を行う。  

一  社会教育に必要な援助を行うこと。  

二  社会教育委員の委嘱に関すること。  

三  公民館の設置及び管理に関すること。  

四  所管に属する図書館、博物館、青年の家その他の社会教育施設の設置及び管理に関する

こと。  

五  所管に属する学校の行う社会教育のための講座の開設及びその奨励に関すること。  

六  講座の開設及び討論会、講習会、講演会、展示会その他の集会の開催並びにこれらの奨

励に関すること。  

七  家庭教育に関する学習の機会を提供するための講座の開設及び集会の開催並びに家庭

教育に関する情報の提供並びにこれらの奨励に関すること。  

八  職業教育及び産業に関する科学技術指導のための集会の開催並びにその奨励に関する

こと。  

九  生活の科学化の指導のための集会の開催及びその奨励に関すること。  

十  情報化の進展に対応して情報の収集及び利用を円滑かつ適正に行うために必要な知識

又は技能に関する学習の機会を提供するための講座の開設及び集会の開催並びにこれら

の奨励に関すること。  

十一  運動会、競技会その他体育指導のための集会の開催及びその奨励に関すること。  

十二  音楽、演劇、美術その他芸術の発表会等の開催及びその奨励に関すること。  

十三  主として学齢児童及び学齢生徒（それぞれ学校教育法第十八条 に規定する学齢児童

及び学齢生徒をいう。）に対し、学校の授業の終了後又は休業日において学校、社会教育

施設その他適切な施設を利用して行う学習その他の活動の機会を提供する事業の実施並

びにその奨励に関すること。  

十四  青少年に対しボランティア活動など社会奉仕体験活動、自然体験活動その他の体験活

動の機会を提供する事業の実施及びその奨励に関すること。  

十五  社会教育における学習の機会を利用して行った学習の成果を活用して学校、社会教育

施設その他地域において行う教育活動その他の活動の機会を提供する事業の実施及びそ

の奨励に関すること。  

十六  社会教育に関する情報の収集、整理及び提供に関すること。  

十七  視聴覚教育、体育及びレクリエーションに必要な設備、器材及び資料の提供に関する

こと。  

十八  情報の交換及び調査研究に関すること。  

十九  その他第三条第一項の任務を達成するために必要な事務  

 

（都道府県の教育委員会の事務）  

第六条  都道府県の教育委員会は、社会教育に関し、当該地方の必要に応じ、予算の範囲内にお

いて、前条各号の事務（第三号の事務を除く。）を行うほか、次の事務を行う。  

一  公民館及び図書館の設置及び管理に関し、必要な指導及び調査を行うこと。  

二  社会教育を行う者の研修に必要な施設の設置及び運営、講習会の開催、資料の配布等に
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関すること。  

三  社会教育施設の設置及び運営に必要な物資の提供及びそのあっせんに関すること。  

四  市町村の教育委員会との連絡に関すること。  

五  その他法令によりその職務権限に属する事項  

 

（教育委員会と地方公共団体の長との関係）  

第七条  地方公共団体の長は、その所掌事項に関する必要な広報宣伝で視聴覚教育の手段を利用

しその他教育の施設及び手段によることを適当とするものにつき、教育委員会に対し、その

実施を依頼し、又は実施の協力を求めることができる。  

２  前項の規定は、他の行政庁がその所掌に関する必要な広報宣伝につき、教育委員会に対し、

その実施を依頼し、又は実施の協力を求める場合に準用する。  

 

第八条  教育委員会は、社会教育に関する事務を行うために必要があるときは、当該地方公共団

体の長及び関係行政庁に対し、必要な資料の提供その他の協力を求めることができる。  

 

（図書館及び博物館）  

第九条  図書館及び博物館は、社会教育のための機関とする。  

２  図書館及び博物館に関し必要な事項は、別に法律をもつて定める。  

 

第二章 社会教育主事及び社会教育主事補  

 

（社会教育主事及び社会教育主事補の設置）  

第九条の二  都道府県及び市町村の教育委員会の事務局に、社会教育主事を置く。  

２  都道府県及び市町村の教育委員会の事務局に、社会教育主事補を置くことができる。  

 

（社会教育主事及び社会教育主事補の職務）  

第九条の三  社会教育主事は、社会教育を行う者に専門的技術的な助言と指導を与える。ただし、

命令及び監督をしてはならない。  

２  社会教育主事は、学校が社会教育関係団体、地域住民その他の関係者の協力を得て教育活動

を行う場合には、その求めに応じて、必要な助言を行うことができる。  

３  社会教育主事補は、社会教育主事の職務を助ける。  

 

（社会教育主事の資格）  

第九条の四  次の各号のいずれかに該当する者は、社会教育主事となる資格を有する。  

一  大学に二年以上在学して六十二単位以上を修得し、又は高等専門学校を卒業し、かつ、

次に掲げる期間を通算した期間が三年以上になる者で、次条の規定による社会教育主事

の講習を修了したもの 

イ 社会教育主事補の職にあつた期間 

ロ 官公署、学校、社会教育施設又は社会教育関係団体における職で司書、学芸員その
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他の社会教育主事補の職と同等以上の職として文部科学大臣の指定するものにあった

期間 

ハ 官公署、学校、社会教育施設又は社会教育関係団体が実施する社会教育に関係のあ

る事業における業務であって、社会教育主事として必要な知識又は技能の習得に資す

るものとして文部科学大臣が指定するものに従事した期間（イ又はロに掲げる期間に

該当する期間を除く。） 

二  教育職員の普通免許状を有し、かつ、五年以上文部科学大臣の指定する教育に関する職

にあった者で、次条の規定による社会教育主事の講習を修了したもの  

三  大学に二年以上在学して、六十二単位以上を修得し、かつ、大学において文部科学省令

で定める社会教育に関する科目の単位を修得した者で、第一号イからハまでに掲げる期間

を通算した期間が一年以上になるもの  

四  次条の規定による社会教育主事の講習を修了した者（第一号及び第二号に掲げる者を除

く。）で、社会教育に関する専門的事項について前三号に掲げる者に相当する教養と経験

があると都道府県の教育委員会が認定したもの  

 

（社会教育主事の講習）  

第九条の五  社会教育主事の講習は、文部科学大臣の委嘱を受けた大学その他の教育機関が行う。  

２  受講資格その他社会教育主事の講習に関し必要な事項は、文部科学省令で定める。  

 

（社会教育主事及び社会教育主事補の研修）  

第九条の六  社会教育主事及び社会教育主事補の研修は、任命権者が行うもののほか、文部科学

大臣及び都道府県が行う。  

 

 

第五章 公民館  

 

（目的）  

第二十条  公民館は、市町村その他一定区域内の住民のために、実際生活に即する教育、学術及

び文化に関する各種の事業を行い、もつて住民の教養の向上、健康の増進、情操の純化を図

り、生活文化の振興、社会福祉の増進に寄与することを目的とする。  

 

（公民館の設置者）  

第二十一条  公民館は、市町村が設置する。  

２  前項の場合を除くほか、公民館は、公民館の設置を目的とする一般社団法人又は一般財団法

人（以下この章において「法人」という。）でなければ設置することができない。  

３  公民館の事業の運営上必要があるときは、公民館に分館を設けることができる。  

 

（公民館の事業）  

第二十二条  公民館は、第二十条の目的達成のために、おおむね、左の事業を行う。但し、この
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法律及び他の法令によって禁じられたものは、この限りでない。  

一  定期講座を開設すること。  

二  討論会、講習会、講演会、実習会、展示会等を開催すること。  

三  図書、記録、模型、資料等を備え、その利用を図ること。  

四  体育、レクリエーシヨン等に関する集会を開催すること。  

五  各種の団体、機関等の連絡を図ること。  

六  その施設を住民の集会その他の公共的利用に供すること。  

 

（公民館の運営方針）  

第二十三条  公民館は、次の行為を行つてはならない。  

一  もっぱら営利を目的として事業を行い、特定の営利事務に公民館の名称を利用させその

他営利事業を援助すること。  

二  特定の政党の利害に関する事業を行い、又は公私の選挙に関し、特定の候補者を支持す

ること。  

２  市町村の設置する公民館は、特定の宗教を支持し、又は特定の教派、宗派若しくは教団を支

援してはならない。  

 

（公民館の基準）  

第二十三条の二  文部科学大臣は、公民館の健全な発達を図るために、公民館の設置及び運営上

必要な基準を定めるものとする。  

２  文部科学大臣及び都道府県の教育委員会は、市町村の設置する公民館が前項の基準に従って

設置され及び運営されるように、当該市町村に対し、指導、助言その他の援助に努めるもの

とする。  

 

（公民館の設置）  

第二十四条  市町村が公民館を設置しようとするときは、条例で、公民館の設置及び管理に関す

る事項を定めなければならない。  

 

第二十五条及び第二十六条  削除  

 

（公民館の職員）  

第二十七条  公民館に館長を置き、主事その他必要な職員を置くことができる。  

２  館長は、公民館の行う各種の事業の企画実施その他必要な事務を行い、所属職員を監督する。  

３  主事は、館長の命を受け、公民館の事業の実施にあたる。  

 

第二十八条  市町村の設置する公民館の館長、主事その他必要な職員は、教育長の推薦により、

当該市町村の教育委員会が任命する。  

 

（公民館の職員の研修）  
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第二十八条の二  第九条の六の規定は、公民館の職員の研修について準用する。  

 

（公民館運営審議会）  

第二十九条  公民館に公民館運営審議会を置くことができる。  

２  公民館運営審議会は、館長の諮問に応じ、公民館における各種の事業の企画実施につき調査

審議するものとする。  

 

第三十条  市町村の設置する公民館にあっては、公民館運営審議会の委員は、当該市町村の教育

委員会が委嘱する。  

２  前項の公民館運営審議会の委員の委嘱の基準、定数及び任期その他当該公民館運営審議会に

関し必要な事項は、市町村の条例で定める。この場合において、委員の委嘱の基準については、

文部科学省令で定める基準を参酌するものとする。  

 

第三十一条  法人の設置する公民館に公民館運営審議会を置く場合にあっては、その委員は、当

該法人の役員をもって充てるものとする。  

 

（運営の状況に関する評価等）  

第三十二条  公民館は、当該公民館の運営の状況について評価を行うとともに、その結果に基づ

き公民館の運営の改善を図るため必要な措置を講ずるよう努めなければならない。  

 

（運営の状況に関する情報の提供）  

第三十二条の二  公民館は、当該公民館の事業に関する地域住民その他の関係者の理解を深める

とともに、これらの者との連携及び協力の推進に資するため、当該公民館の運営の状況に関

する情報を積極的に提供するよう努めなければならない。  

 

（基金）  

第三十三条  公民館を設置する市町村にあっては、公民館の維持運営のために、地方自治法（昭

和二十二年法律第六十七号）第二百四十一条の基金を設けることができる。  

 

（特別会計）  

第三十四条  公民館を設置する市町村にあっては、公民館の維持運営のために、特別会計を設け

ることができる。  

 

（公民館の補助）  

第三十五条  国は、公民館を設置する市町村に対し、予算の範囲内において、公民館の施設、設

備に要する経費その他必要な経費の一部を補助することができる。  

２  前項の補助金の交付に関し必要な事項は、政令で定める。  

 

第三十六条  削除  
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第三十七条  都道府県が地方自治法第二百三十二条の二の規定により、公民館の運営に要する経

費を補助する場合において、文部科学大臣は、政令の定めるところにより、その補助金の額、

補助の比率、補助の方法その他必要な事項につき報告を求めることができる。  

 

第三十八条  国庫の補助を受けた市町村は、左に掲げる場合においては、その受けた補助金を国

庫に返還しなければならない。  

一  公民館がこの法律若しくはこの法律に基く命令又はこれらに基いてした処分に違反し

たとき。  

二  公民館がその事業の全部若しくは一部を廃止し、又は第二十条に掲げる目的以外の用途

に利用されるようになったとき。  

三  補助金交付の条件に違反したとき。  

四  虚偽の方法で補助金の交付を受けたとき。  

 

（法人の設置する公民館の指導）  

第三十九条  文部科学大臣及び都道府県の教育委員会は、法人の設置する公民館の運営その他に

関し、その求めに応じて、必要な指導及び助言を与えることができる。  

 

（公民館の事業又は行為の停止）  

第四十条  公民館が第二十三条の規定に違反する行為を行ったときは、市町村の設置する公民館

にあっては市町村の教育委員会、法人の設置する公民館にあっては都道府県の教育委員会は、

その事業又は行為の停止を命ずることができる。  

２  前項の規定による法人の設置する公民館の事業又は行為の停止命令に関し必要な事項は、都

道府県の条例で定めることができる。  

 

（罰則）  

第四十一条  前条第一項の規定による公民館の事業又は行為の停止命令に違反する行為をした

者は、一年以下の懲役若しくは禁錮又は三万円以下の罰金に処する。  

 

（公民館類似施設）  

第四十二条  公民館に類似する施設は、何人もこれを設置することができる。  

２  前項の施設の運営その他に関しては、第三十九条の規定を準用する。  

 

 


